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考慮するための動学的分析が必要とされることから、シムズが開発したベクトル自己回帰（VAR : vector 
autoregressive）モデルの適用を通じたインパルス応答分析と分散分解分析が試みられるとしている。 














和分移動平均（ARIMA : autoreguressive integrated moving average）モデル、Reg ARIMA(ARIMA with 






成長を表す変数との関係、すなわち説明変数のパラメータの符号条件の検討である。B  to  B の促進要因変
数としての EDI 導入業者数は短期では負の関係にあると推論している。  B  to  C の供給促進変数として  
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